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○

コミュニティ会議の基盤を強化する

平成19年4月、住民自ら地域課題を発見して解決していく財源として「地域づくり交付金」を交付することと
した。

○コミュニティ会議活動支援 191,609千円
・地域づくり交付金により地域課題解決等の取組を支援
（交付金の配分基準：均等割50％、世帯割35％、面積割15％）

○協働によるまちづくりの推進 2,808千円
・中間支援組織等によるコミュニティ会議へのサポート
・コミュニティ会議との協議の場
・関係団体との意見交換会等の開催
・市民アンケートの実施

地域づくり活動推進事業費

担当課長

事業手法の詳細１

１ コミュニティ会議活動支援 191,609千円
生活環境の向上、文化振興、地域安全対策といった地域課題の解決や地域づくり活動を支援するため、
地域づくり交付金を交付（191,609,532円）

（１）交付金の配分基準
均等割50％、世帯割35％、面積割15％

（２）交付対象となる事業
①地域課題の解決を図るための事業
②地域の活性化を図るための事業
③地域の特色を活かした事業
④コミュニティ会議の運営に関する事業
⑤その他、地域住民による自主的な地域づくりに必要な事業

２ 協働によるまちづくりの推進 2,808千円
（１）中間支援組織等によるコミュニティ会議へのサポート（1,299,100円）

・各地区に個別に中間支援組織等がサポーターとして入り、地域課題の解決に取り組む
・サポーター及びコミュニティ会議、市職員による情報共有及び支援策検討のためのサポーター
会議を開催

（２）コミュニティ会議との協議の場及び関係団体との意見交換会等の開催（147,820円）
持続可能な域自治に向けたしくみの再構築のため、コミュニティ会議との協議の場や関係団体
との意見交換会等を開催

（３）市民アンケートの実施（1,361,016円）
持続可能な地域自治に向けたしくみの再構築のため、地域自治に関する市民の意識調査を実施
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